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平成 30 年度 国立大学法人東京学芸大学事業報告書  

 

 

「Ⅰ はじめに」 

 

本学は、教育を通しての社会変革を主導する大学として、知識基盤社会の進展・グロ

ーバル化の展開・教育的課題の多様化・地域社会の疲弊という現代社会の特徴に対して、

協働して課題を解決する力・多様性を尊重する力・自己を振り返り、自己を表現する力･

新しい社会を創造する力という4つの力を持った次世代の子どもを育成するための人材

養成を使命とし、日々教育研究活動を推進している。 

 

平成30年度は、第3期中期目標・計画期間の3年目に当たるが、国立大学法人を取り巻

く財政状況は依然厳しい。本学の平成30年度予算に目を向ければ、実質的に大学運営に

充当することが可能な運営費交付金が前年度と比較して4,800万円減少し、さらに授業料

をはじめとする自己収入についても、平成27年度改組に伴う入学定員減等が要因となり、

前年度と比較して3,300万円減少していることがわかる。 

本学では、このような苦しい状況に対応すべく、学長主導のもと経費の削減と収入の

増加を積極的に推進している。具体例としては、人件費の削減を目的とした「大学教員

人事の後任補充の凍結」「附属学校における再雇用教員の配置」といった取組、「東京学

芸大学基金獲得推進チームの設置」を始めとする自己収入の増加を目指した取組が挙げ

られる。 

 

その他、今年度の重点的な取組として、以下に特筆すべき事項を掲げる。 

第 1 は、教育研究等における取組である。文部科学省から機能強化経費の措置を受け、

①次世代型コンピテンシー育成のための教育方法開発とその国内外への発信－新学習指

導要領への対応と OECD・Education2030 事業の枠組に基づくカリキュラム内容の提案を

中心に－、②附属学校等と協働した教員養成系大学による「経済的に困難な家庭状況に

ある児童・生徒」へのパッケージ型支援に関する調査研究プロジェクト、③新たな社会

的要請にこたえるハイレベルな現職教員研修プログラムの開発、④学校・地域が両者一

体となった次世代型教育のための「協働教育支援学」の構築と教育支援人材養成の高度

化ならびに教員養成における「拡張型カリキュラム」のモデル開発研究といったプロジ

ェクトを実施し、それぞれが着実に成果を上げている。 

第 2 は、学生支援である。本学では、学校教員や保育士等になることを強く志望しな

がらも、経済的事情により大学での修学が困難な学生に対し、授業料等を免除し奨学金

を貸与する「教職特待生制度」を実施しており、平成 30 年度は計 7 名を特待生に選出し

た。 

また、学部 4 年間に加え大学院 2 年間の一貫教育を行う「新教員養成コース」におい

ては、大学院の授業料相当分を貸与することにより、高度な実践的教育能力を有し、か

つ教員を目指す意欲の高い学生の支援を行っている。 

第 3 は、附属学校における取組である。東京学芸大学の各附属学校園は、本学学部・大

学院学生の教育実習の場としてだけではなく、様々な教育的課題に関する拠点校・モデ 

ル校として優れた教育を行っている。 



例えば附属国際中等教育学校は、平成 27 年に IBO（国際バカロレア機構）から、DP（デ

ィプロマプログラム）校認定された。当該プログラムは、教育課程上は指導要領に即し

ながら、学校指定科目を加えることで、一条校としての卒業単位と DP 修了認定が両方取

得できるよう設定されており、平成 30 年度は 5 年生（高校 2 年生）11 名、6 年生（高校

3 年生）17 名に対して適用された。 

また、各附属学校の司書教諭・学校司書が中心となって組織する学校図書館運営専門

委員会では、平成 21 年度より継続して、学校図書館に関する事業を文部科学省から受託

している。平成 30 年度も、「学校図書館ガイドラインを踏まえた学校図書館の利活用に

係る調査研究」を受託し、その柱の一つである「Web サイトでの学校司書の資質・能力の

向上に役立つ情報の発信」において新たに学校司書のための研修プログラムの動画配信

等に取り組んだ。結果、ホームページの年間アクセス数も H29 年度の 161,891 件から

235,414 件と大幅に増加している。 

第 4 は、グローバル化への対応における取組である。本学は、教育を通しての社会変

革を主導する大学として「海外に日本の教育成果を発信する」ことを目標の一つとして

いる。そのため、文部科学省から機能強化経費の措置を受け、①国際バカロレア(IB)教

育に基づく次世代育成教育の総合的開発研究及びその発信、②世界の成長を取り込むた

めの外国人留学生の受入れとグローバル人材の養成-TGU International Student Step 

Up Program-といったプロジェクトを実施している。 

その成果として、①においては、国内外より教育視察などを受け入れ、平成 30 年度の

IB に関する情報提供は 71 件 317 名（総視察件数：115 件 651 名）であり、IB の主旨に基

づいた教育実践や学校運営のあり方を紹介した。②においては、米国の 2 大学（ミシガ

ン州立大学、ブリッジウォーター州立大学）からの受入れプログラム及び 3 つの派遣プ

ログラム（ミシガン州立大学、ハワイ、豪州メルボルン）を実施、派遣プログラムについ

てはいずれも学芸大学基金の支援対象とした。ミシガン州立大学とのプログラムについ

ては双方向プログラムとして実施した。 

第 5 は、教員養成における全国的拠点大学を目指した取組である。本学は、第三期中

期目標において「日本の教育を主導する全国的拠点」となることを目標としており、そ

のための取組として例年「全国教育委員会教員採用試験説明会」を開催している。 

これは、学生の意識を高め教員就職率の向上を目指すとともに、全国の政令指定都市

及び地方教育委員会との連携を図ることを目的としたもので、平成 30 年度は北海道から

沖縄まで 45 の教育委員会担当者が来学、また、約 550 名の学生が参加し、「教員採用試

験の詳細や求める教師像」、「地域の特色や教育の取組」、「教員の実情」といった議題に

ついて活発な意見交換が行われた。 

第 6 は、管理運営面の取組である。平成 30 年度は、平成 31 年度に向けて二つの大き

な動きがあった。 

その一つ目が、センターの組織再編である。これはセンターを「教員養成」、「現職教

員研修」、「特定の教育課題への対応」の機能に大別し、機能別に各センターを統括する

機構を置くことで、強化及び集約化を行うものである。 

二つ目が、事務局の組織再編である。これは、従前の４部を３部へ再編統合すること

により管理職ポストを減らし、将来を見据えた人件費削減を図るものである。 

これらを検討・議論することにより、それぞれ平成 31 年４月より実施する体制が整えら

れた。 

 



「Ⅱ 基本情報」  

 

１．目標 

 

[基本理念] 

東京学芸大学は、教育を通しての社会変革を主導する大学として、知識基盤社会の進

展・グローバル化の展開・教育的課題の多様化・地域社会の疲弊という現代社会の特徴

に対して、協働して課題を解決する力・多様性を尊重する力・自己を振り返り、自己を

表現する力･新しい社会を創造する力という四つの力を持った次世代の子どもを育成す

るための人材養成を使命とする。 

  

［基本目標］ 

東京学芸大学は、これまでも初等･中等教育における様々な教育実践や教科教育に関

わる有為の教育者を養成してきた教育の総合大学であるが、第 3 期中期目標期間が日本

の社会及び教育の大きな転換点であると認識し、次世代の子どもの育成を目指す次世代

育成教育において、次の三つの役割を担い、日本の教育を主導する全国的拠点大学とな

るとともに、広く海外に日本の教育成果を発信する大学となることを目標とする。 

① 教育課題の多様化に対応する力や、知識基盤社会における継続的な教育環境の

変化に対応する力を持つ新しい教員を養成するとともに、諸課題に直面している

教育現場の教員に対して、次世代の子どもを育成する上で必要な能力を付与する

研修を実施する。そのために第 3 期中期目標期間において、教育学部と大学院に

おいて必要なカリキュラム及び教育組織の整備を行うとともに、現職教員研修の

ための組織を立ち上げる。 

② 現在進行しつつある日本社会の変化と教育改革に伴う教育課題の多様化・複雑

化には、学校教員と教育支援者が協働して対応に当たる必要があるという認識の

下に、教育支援の専門的技能を持つ人材及びコーディネーターを養成するととも

に、教育支援者と協働できる教員を養成する。併せて学校と教育支援者を結ぶコ

ーディネート体制の構築に寄与し、地方自治体、教育委員会、NPO、民間企業等と

連携した教育支援事業を展開する。 

③ 次世代育成教育のための研究を集中的に展開するとともに、その研究成果を次

世代育成教育モデルとして全国及び世界に発信する。そのために本学(T)が、北海

道教育大学(H)・愛知教育大学(A)・大阪教育大学(O)と連携して進める HATO プロ

ジェクト及び日本教育大学協会を基盤とした全国的ネットワークを構築するとと

もに、OECD 及び教員養成国際コンソーシアムと連携して、国際的な発信の基盤を

作る。 

 

  



２．業務内容 

  

(1) 国立大学を設置し、これを運営すること。 

(2) 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこ

と。 

(3) 当該国立大学法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施そ

の他の当該国立大学法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

(5) 当該国立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(6) 当該国立大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって政令

で定めるものを実施する者に対し、出資（次号に該当するものを除く。）を行うこと。

(7) 産業競争力強化法（平成二十五年法律第九十八号）第二十一条の規定による出資並

びに人的及び技術的援助を行うこと。 

(8) 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 



３．沿革 

 

明治 6年（1873年） 東京第一師範学校の前身である東京府小学校教則講習所を設置 

明治41年（1908年） 東京第二師範学校の前身である東京府豊島師範学校を設置 

大正 9年（1920年） 東京青年師範学校の前身である東京府立農業教員養成所を設置 

昭和13年（1938年） 東京第三師範学校の前身である東京府大泉師範学校を設置 

昭和24年（1949年） 東京学芸大学学芸学部を設置 

昭和41年（1966年） 学芸学部を教育学部に改称、大学院教育学研究科（修士課程）

を設置 

昭和63年（1988年） 教育学部に新課程を設置 

平成 8年（1996年） 大学院連合学校教育学研究科（博士課程）を設置 

平成 9年（1997年） 大学院教育学研究科（修士課程）に夜間大学院（総合教育開発

専攻）を設置（現在は昼夜開講制に移行） 

平成20年（2008年） 大学院教育学研究科に専門職学位課程（教職大学院）を設置 

 

 

４．設立根拠法  

 

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

 

 

５．主務大臣（主務省所管局課）  

 

文部科学大臣（文部科学省 高等教育局 国立大学法人支援課） 



 

　

　

 

 

 財務施設部  経理課 　

 施設課

 学長室

 監査室

 附属学校課  現職教員研修推進機構

 担当課（教育ｲﾝｷｭﾍﾞｰ

 ｼｮﾝ推進）
　

教員養成開発連携機構※

 財務課 ※ 本学と北海道教育大学、愛知教育大学、大阪教育大学による４大学連携機構

 人事課  機構  総合学生支援機構

 総務部  広報企画課   次世代教育研究推進機構 

 大学史資料室事務室  附属図書館  大学史資料室

 総務課  基金事務室  学芸の森環境機構

 学系支援課  修士課程

 教育研究支援部  学術情報課  大学院連合学校教育学研

 究科（博士課程）
 情報基盤課

 入試課  附属特別支援学校

 国際課  特別支援教育特別専攻科  

 専門職学位課程

 （教職大学院） 研究支援課  大学院教育学研究科

 学長選考会議  附属竹早小学校
 音楽・演劇講座

 附属世田谷中学校
 事務局

 学務部  学生課  附属高等学校
　

 キャリア支援課  附属国際中等教育学校

 芸術・ｽﾎﾟｰﾂ科学系  美術・書道講座
 学務課  大学院室  附属小金井中学校

 健康・スポーツ科学講座
 教育企画課  附属竹早中学校

 養護教育講座

 教育研究評議会
 数学講座  附属幼稚園  小金井園舎

 教育諮問会議  基礎自然科学講座  附属世田谷小学校  竹早園舎
 自然科学系

 広域自然科学講座  附属小金井小学校
 大学戦略会議　

 技術・情報科学講座  附属大泉小学校

 受託業務推進本部  外国語・外国文化研究講座
 人文社会科学系  附属学校運営部  附属学校運営推進室

 人文科学講座
 経営協議会

 社会科学講座  附属学校

 教育支援課程　
 教員養成カリキュラム改革推進本部  理科教員高度支援センター

 教育実践研究推進本部  学生支援センター
 教育学講座

 国際戦略推進本部  教員養成開発連携センター
 教育心理学講座

 社会連携推進本部  総合教育科学系   児童・生徒支援連携センター 
 特別支援科学講座

 男女共同参画推進本部
 生活科学講座

 ＰＤ推進本部  放射性同位元素総合実験施設
 施設

 情報基盤整備推進本部  日本語・日本文学研究講座  有害廃棄物処理施設

　　機　構　図　（平成３０年４月１日現在）

国立大学法人東京学芸大学

学　　長 監　　事

東京学芸大学

 役員会  環境教育研究センター
 教育学部

 教育実践研究支援センター
 戦略評価室

 留学生センター
 広報戦略室  初等教育教員養成課程

 国際教育センター
 ガバナンス改革検討委員会　  中等教育教員養成課程

 教員養成ｶﾘｷｭﾗﾑ開発研究ｾﾝﾀｰ
 教員人事委員会　  特別支援教育教員養成課程

 センター  保健管理センター
 アドミッションオフィス  養護教育教員養成課程

 情報処理センター

6.組織図 



７．事務所（従たる事務所を含む）の所在地  

 

東京都小金井市 

     附属学校 東京都世田谷区 

          東京都練馬区 

          東京都文京区 

          東京都東久留米市 

 

 

８．資本金の額  

  

164,807,630,321 円（全額 政府出資） 

 

 

９．在籍する学生の数（平成３０年５月１日現在） 

 

総学生数 

   学士課程          ４，５３８人 

   修士課程            ６４４人 

   博士課程            １４６人 

   専門職学位課程          ８３人 

   特別支援教育特別専攻科      １８人 

 

  附属学校児童・生徒      ５，５８０人 

 

 

１０．役員の状況 

  

役職 氏名 任期 経歴 

学 長 出 口 利 定 平 成 30年 4月 1日   
～平 成 32年 3月 31日  

昭 和 56年 4月  東 京 学 芸 大 学 教 育 学 部 講 師  
昭 和 61年 8月  東 京 学 芸 大 学 教 育 学 部 助 教 授  
平 成  9年 4月  東 京 学 芸 大 学 教 育 学 部 教 授  
平 成 16年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  

教 育 学 部 総 合 教 育 科 学 系 長 併 任  
（～平 成 20年 3月 ）  

平 成 18年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  
情 報 処 理 センター長 併 任  

（～平 成 20年 3月 ）  
平 成 20年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  

副 学 長 ・附 属 図 書 館 長 併 任  
（～平 成 22年 3月 ）  

平 成 22年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  
附 属 国 際 中 等 教 育 学 校 長 併 任  

（～平 成 26年 3月 ）  
平成 26年 4月 国立大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  
 学長             （～平 成30年3月）  



理 事 

(兼副学長) 

(総務・国際・情報担当)  

長谷川 正 平 成30年 4月1日  
～平 成 32年3月 31日  

昭 和55年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 手  
昭 和57年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 教 授  
平 成  8年4月  東 京学 芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成14年 4月  東 京 学 芸 大 学留 学 生センター長

併 任           （～平 成16年 3月）  
平 成16年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

教 育学 部 自 然科 学 系 長 併 任  
（～平 成20年3月）  

平 成20年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   
理 事            （～平 成 24年3月）  

平 成22年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学  
附 属図 書 館 長併 任    （～平 成 24年3月）  

平 成24年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   
教 育学 部 教 授  

平 成24年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   
理 科教 員 高 度支 援 センター長 併 任  

（～平 成26年3月）  
平 成26年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

理 事            （～平 成 30年3月）  

理 事 

(兼副学長) 

(戦 略 ・ 評 価 担 当 ) 

國 分  充 平 成30年 4月1日  
～平 成 32年3月 31日  

昭 和63年 4月  東 北 大 学 教 育学 部 助 手  
平 成  3年4月  金 沢大 学 教 育学 部 助 教授  
平 成11年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 教 授  
平 成15年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成22年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

教 育学 部 総 合教 育 科 学 系 長併 任  
（～平 成26年3月）  

平 成26年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   
理 事            （～平 成 30年3月）  

理 事 

(兼副学長) 

(教 育 ・ 学 生 担 当 ) 

中 島 裕 昭 平 成30年 4月1日  
～平 成 32年3月 31日  

昭 和63年 9月  早 稲 田 大 学 第一・第 二文 学 部 
助 手  

平 成  2年4月  岐 阜大 学 教 養部 講 師  
平 成  4年10月  東京 学 芸 大 学教 育 学 部講 師  
平 成11年 2月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 教 授  
平 成19年 5月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成28年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

理 事            （～平 成 30年3月）  

理 事 

(兼副学長) 

(財務・労務担当) 

日 向 信 和 平 成30年 4月1日  
～平 成 32年3月 31日  

平 成  5年4月  文 部省 採 用  
平 成21年 4月  文 部 科 学 省 初等 中 等 教育 局  

教 職員 課 教 員免 許 企 画 室 長  
平 成22年 7月  文 部 科 学 省 大臣 官 房 付  
平 成24年 4月  文 部 科 学 省 初等 中 等 教育 局  

教 職員 課 教 員免 許 企 画 室 長  
平 成24年 9月  文 部 科 学 省 初等 中 等 教育 局  

企 画官  
平 成25年 10月  文 部 科学 省 大臣 官 房 付  
平 成26年 8月  文 部 科 学 省スポーツ･青 少 年局  

参 事官  
平 成27年 8月  文 部 科 学 省 大臣 官 房  

文 教施 設 企 画部 施 設 助 成 課長  
平 成29年 7月  文 部 科 学 省 退職（役 員出 向） 
平 成29年 7月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

理 事            （～平 成 30年3月） 



監 事 菊 井 髙 昭 平 成28年 4月1日  
～平 成 32年8月 31日  

昭 和51年 4月  立 正 大 学 経 営学 部 講 師  
昭 和54年 4月  立 正 大 学 経 営学 部 助 教授  
昭 和58年 4月  上 智 大 学 経 済学 部 助 教授  
昭 和61年 4月  上 智 大 学 経 済学 部 教 授  
昭 和62年 4月  上 智 大 学 経 済学 部 経 営学 科 長

（～平 成 元年 3月）  
平 成19年 4月  上 智 大 学 経 済学 研 究 科委 員 長

（～平 成23年3月）  
平 成23年 4月  上 智 大 学 学 事局 公 開 学習 センタ

ー長           （～平 成25年 3月）  
平 成25年 4月  上智大学経済学部特別契約教授 
平 成 26年 4月  国 立 大 学 法 人 東 京 学 芸 大 学   

監 事            （～平 成 28年 3月 ）  
平 成27年 4月  上 智 大 学 名 誉教 授  

監 事 

(非常勤) 

古 川  和 平 成28年 4月1日  
～平 成 32年8月 31日  

平 成  4年12月  （株）カズアンドカンパニー代 表 取
締 役  

平 成  4年12月  ティーチングキッズ代表  
平 成14年 4月  独 立 行 政 法 人国 立 オリンピック記

念 青少 年 総 合センター子 ども夢基 金 審 査委 員
会 体験 活 動 部会  自 然 体 験 活動 専 門 委員 会
委 員（～平成 15年 3月）  

平 成14年 6月  （株）アクションラーニング研 究 所 代
表 取締 役  

平 成15年 4月  独 立 行 政 法 人国 立 青 年の家業 務
評 価委 員 会 委員（～平 成 17年3月）  

平 成15年 8月  NPO 法人ティーチングキッズ代表 
平 成17年 2月  文 部 科 学 省 独立 行 政 法人 評 価 委

員 会臨 時 委 員（～平成 25年2月）  
平 成20年 10月  NPO 法 人 体験 型 科 学教 育 研 究

所 専務 理 事  
平 成25年 3月  文 部 科 学 省 独立 行 政 法人 評 価 委

員 会委 員（～平 成 27年3月）  
平 成 27年 4月  国 立 大学 法 人東 京 学芸 大学  

監 事 （非常 勤 ）     （～平 成 28年 3月 ） 
平 成 29年 6月  （株 ）EHR エグゼクティブコンサ

ルタント 
 

 

１１．教職員の状況（平成３０年５月１日現在） 

大学教員   ７３２人（うち常勤 ３１４人、非常勤 ４１８人） 
 附属学校教員 ４４５人（うち常勤 ３４７人、非常勤  ９８人） 
 職員     ４３３人（うち常勤 ２１７人、非常勤 ２１６人） 
（常勤教職員の状況） 

  常勤教職員の平均年齢は45.7歳（前年度45.6歳）となっております。このうち、国から
の出向者は0人、地方公共団体からの出向者15人、民間からの出向者は0人です。 

 

 

  



「Ⅲ 財務諸表の概要」 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

 

１．貸借対照表 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

（単位：百万円）  

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 
 有形固定資産 
  土地 
  減損損失累計額 
 建物 

減価償却累計額 
 構築物 

減価償却累計額 

 
 

148,917 
△35 

26,468 
△15,584 

2,595 
△1,601 

 

固定負債 
 資産見返負債 
 長期借入金等 
 引当金 
 退職給付引当金 

その他の引当金 
その他の固定負債 
 

 
6,050 

― 
 

26 
― 
― 

 

 工具器具備品 
減価償却累計額 

 図書 
 その他の有形固定資産 
 その他の固定資産 
 
流動資産 
 現金及び預金 
 その他の流動資産 

2,252 
△1,957 

3,577 
117 
84 

 
 

3,125 
120 

 
 

 
流動負債 
 運営費交付金債務 
 寄附金債務 
 前受金 
 預り金 
 未払金 
 その他の流動負債 

 
 

164 
409 
497 
526 

1,100 
80 

負債合計 8,856 

純資産の部  

資本金 
 政府出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 
その他の純資産 

 
164,807 
△6,502 

918 
― 

純資産合計 159,224 

資産合計 168,080 負債純資産合計 168,080 

 ※ 百 万 単 位 未 満 を 切 り 捨 て て い る た め 、 合 計 額 が 一 致 し な い 場 合 が あ り ま す 。 

  （ 以 下 の 表 も 同 様 ）  

 

 

２．損益計算書 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

（単位：百万円）            

 金額 

経常費用（A） 12,612 

 業務費 
  教育経費 
  研究経費 
  診療経費 
  教育研究支援経費 
  受託研究費 
  共同研究費 

12,227 
1,895 

271 
― 

226 
23 
15 



受託事業費 
  人件費 
  その他 
 一般管理費 
 財務費用 
 雑損 

51 
9,743 

― 
381 
― 
3 

経常収益（B） 12,841 

 運営費交付金収益 
 学生納付金収益 
 附属病院収益 
 受託研究収益 
 共同研究収益 
 受託事業等収益 
 寄附金収益 
 補助金等収益 
 施設費収益 
 その他の収益 

8,257 
3,465 

― 
23 
15 
51 

278 
44 
30 

675 

臨時収益（C） ― 

目的積立金取崩額（D） 4 

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 233 

 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/）         

（単位：百万円）          

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 493 

 人件費支出 
 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 学生納付金収入 
 附属病院収入 
 受託研究収入 

共同研究収入 
 受託事業等収入 
 寄附金収入 
 補助金等収入 
 その他の業務収入 

△9,620 
△2,200 

8,251 
3,263 

― 
16 
18 
59 

232 
44 

430 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △121 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） ― 

Ⅳ資金に係る換算差額（D） ― 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 372 

Ⅵ資金期首残高（F） 2,753 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 3,125 

 

 

 



４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

（単位：百万円）          

 金額 

Ⅰ業務費用 8,282 

 損益計算書上の費用 
 （控除）自己収入等 

12,612 
△4,329 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 
Ⅱ損益外減価償却相当額 
Ⅲ損益外減損損失相当額 
Ⅳ損益外除売却差額相当額 
Ⅴ引当外賞与増加見積額 
Ⅵ引当外退職給付増加見積額 
Ⅶ機会費用 

 
983 
― 
0 

13 
△155 

― 

Ⅷ国立大学法人等業務実施コスト 9,124 

 

 

５．財務情報 

 

(1) 財務諸表に記載された事項の概況 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

平成 30 年度末現在の資産合計は、前年度比 704 百万円（0.4％）（以下、特に断

らない限り前年度比・合計）減の 168,080 百万円となっている。 

主な増加要因としては、現金及び預金が 372 百万円（13.5％）増加したことが挙

げられる。これは、未払金や預り金等が増加したことによるものである。 

ま た 、 主 な 減 少 要 因 と し て は 、 建 物 減 価 償 却 累 計 額 が 、 1,034 百 万 円  

(7.1％ )増 の△15,584 百万円となったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

平成 30 年度末現在の負債合計は、22 百万円(0.3％)増の 8,856 百万円となって

いる。 

主な増加要因としては、年度末退職者に支給する退職手当が増加したこと等に

より、未払金が前年度と比較して 162 百万円（17.4％）増加したことが挙げられる。 

一方、主な減少要因としては、減価償却が進行したことにより資産見返負債が前

年度と比較して 138 百万円（2.1％）減少したことが挙げられる。  

 

（純資産合計） 

平成 30 年度末現在の純資産合計は、726 百万円(0.5％)減の 159,224 百万円とな

っている。 

主な増加要因としては、施設費を財源とする附属幼稚園小金井園舎３歳児棟改



修工事等により資本剰余金が 19 百万円（0.2％）増の 9,645 百万円となっ た こ と

が 挙 げ ら れ る 。  

主な減少要因としては、資本剰余金の控除項目である損益外減価償却累計額が

974 百万円（6.4％）増の△16,112 百万円となったことが挙げられる。 

 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

平成 30 年度の経常費用は 155 百万円（1.3％）増の 12,612 百万円となっている。 

主な増加要因としては、退職給付費用の増加により、人件費が 171 百万円（1.8％）

増の 9,743 百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、修繕費等の減少により、研究経費が 37 百万円（12.2％）

減の 271 百万円となったことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

平成 30 年度の経常収益は、103 百万円（0.8％）増の 12,841 百万円となってい

る。主な増加要因としては、退職手当の収益化額の増加により運営費交付金収益が

174 百万円（2.2％）増加したことが挙げられる。 

主な減少要因としては、学生数の減少等により、授業料収益が 42 百万円（1.4％）

減の 2,930 百万円になったことが挙げられる。 

 

（当期総損益） 

上記「経常収益」－「経常費用」に、目的積立金取崩額 4 百万円を計上した結果、

平成 30 年度の当期総利益は 48 百万円（17.1％）減の 233 百万円となっている。 

 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 30 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、186 百万円（60.9％）増

の 493 百万円となっている。 

主な増加要因としては、講習料収益が増加したことなどにより「その他収入」が

91 百万円（33.9％）増の 361 百万円になったことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 30 年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、83 百万円（217.9％）

減の△121 百万円となっている。 

主な減少要因としては、「施設費による収入」が 124 百万円（44.2％）減の 157

百万円になったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 30 年度は活動なし。 

 

 



エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

（国立大学法人等業務実施コスト） 

平成 30 年度の国立大学法人等業務実施コストは、1,123 百万円（14.0％）増の

9,124 百万円となっている。 

主な増加要因としては、「引当外退職給付増加見積額」が 1,117 百万円（87.8%）

増の△155 百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、平成 30 年度における機会費用の算定に係る利回りが 0％

となったため、「政府出資等の機会費用」が 71 百万円（100.0％）減の 0 円となっ

たことが挙げられる。 

 

   (表) 主要財務データの経年表                          （単位：百万円） 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

資産合計 172,759 170,233 169,594 168,784 168,080 

負債合計 10,544 9,125 9,099 8,833 8,856 

純資産合計 162,215 161,108 160,494 159,950 159,224 

経常費用 12,811 13,057 12,865 12,456 12,612 

経常収益 12,868 12,983 13,016 12,737 12,841 

当期総損益 57 △28 151 281 233 

業務活動によるキャッシュ・フロー △303 △80 588 307 493 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,793 305 △151 △38 △121 

財務活動によるキャッシュ・フロー △90 △89 △89 ― ― 

資金期末残高 2,001 2,136 2,484 2,753 3,125 

国立大学法人等業務実施コスト 9,195 8,995 8,444 8,001 9,124 

（内訳）      

業務費用 8,541 8,665 8,520 8,140 8,282 

  うち損益計算書上の費用 12,811 13,057 12,865 12,456 12,612 

  うち自己収入 △4,269 △4,392 △4,344 △4,316 △4,329 

 損益外減価償却相当額 1,127 1,169 1,075 1,051 983 

 損益外除売却差額相当額 0 48 0 0 0 

 損益外減損損失相当額 ―  ― ― 15 15 

 引当外賞与増加見積額 27 1 △0 △4 13 

 引当外退職給付増加見積額 △1,144 △889 △1,255 △1,273 △155 

 機会費用 644 418 103 71 0 

 （控除）国庫納付額 ―  ―  ―  ―  ―  

 

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

ア．業務損益 

大学セグメントの業務損益は 468 百万円と、前年度比 75 百万円（13.8％）減と

なっている。これは、人件費が減少したことなどにより業務費用が前年度比 168 百

万円（2.7％）減となった一方で、学生納付金収益が減少したことなどにより業務

収益が前年度比 243 百万円（3.6%）減となったことが主な要因である。 



附属学校セグメントの業務損益は△82 百万円と、前年度比 10 百万円（0.4%）増

となっている。これは、退職手当分の運営費交付金収益の増加などにより、業務収

益が前年度比 212 百万円（8.1%）増となったことが主な要因である。 

法人共通セグメントの業務損益は△157 百万円と、前年度比 12 百万円（7.6％）

増となっている。これは、損害保険料の入金に伴う雑益の増加などにより、業務収

益が前年度比 51 百万円（2.5%）増となったことが主な要因である。 

 

(表) 業務損益の経年表                      (単位：百万円) 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

大学 367 287 423 543 468 

附属学校 △100 △117 △68 △93 △82 

法人共通 △208 △244 △203 △170 △157 

合計 57 △74 151 280 229 

 

 

イ．帰属資産 

大学セグメントの総資産は72,429百万円と、前年度比595百万円（0.8％）減と

なっている。これは、建物減価償却累計額の増加が建物取得資産額を上回ったこ

とより、相対的に建物が前年度比536百万円（8.0％）減となったことが主な要因

である。 

附属学校セグメントの総資産は90,192百万円と、前年度比357百万円（0.4％）

減となっている。これは、建物減価償却累計額の増加が建物取得資産額を上回っ

たことより、相対的に建物が前年度比323百万円（8.2％）減となったことが主な

要因である。 

法人共通セグメントの総資産は5,458百万円と、前年度比248百万円（4.8％）増

となっている。これは、現預金の期末残高の増加等に伴い、流動資産等その他帰

属資産が前年度比349百万円（19.5％）増となったことが主な要因である。 

 

       (表) 帰属資産の経年表                      (単位：百万円) 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

大学 74,309 74,047 73,597 73,024 72,429 

附属学校 91,397 91,252 90,883 90,550 90,192 

法人共通 7,052 4,933 5,113 5,209 5,458 

合計 172,759 170,233 169,594 168,784 168,080 



③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等  

当期総利益 233 百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の

質の向上に充てるため、227 百万円を目的積立金として申請している。 

平成 30 年度においては、教育研究環境整備積立金に充てるため 4 百万円を使用し

た。 

 

 

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

該当なし 

 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

総合教育科学系・人文社会科学系研究棟１号館（Ⅲ期）改修工事 

（投資見込額 178 百万円） 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 

 

④ 当事業年度において担保に供した施設等  

該当なし 

 

 

(3) 予算・決算の概況 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示し

ているものである。 

                                               （単位：百万円） 

区分 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 14,572 14,254 12,675 12,492 13,026 12,867 12,809 12,571 12,579 12,372  

運営費交付金 

補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

7,886 

194 

3,756 

― 

2,734 

7,886 

196 

3,496 

― 

2,674 

7,912 

86 

3,707 

― 

968 

7,912 

106 

3,416 

― 

1,057 

8,329 

43 

3,641 

― 

1,011 

8,329 

100 

3,386 

― 

1,050 

8,247 

75 

3,564 

― 

921 

8,247 

68 

3,297 

― 

957 

8,251 

45 

3,526 

― 

756 

8,251 

44 

3,258 

― 

818 

 

支出 14,572 14,515 12,675 12,799 13,026 12,667 12,809 12,151 12,579 12,208  

教育研究経費 

診療経費 

一般管理費 

その他支出 

12,421 

― 

― 

2,150 

12,494 

― 

― 

2,020 

11,931 

― 

― 

744 

12,118 

― 

― 

681 

12,176 

― 

― 

849 

11,818 

― 

― 

849 

12,011 

― 

― 

798 

11,430 

― 

― 

721 

11,987 

― 

― 

591 

11,660 

― 

― 

547 

 

収入－支出 ― △261 ― △307 ― 199 ― 420 ― 164  

 



「Ⅳ 事業に関する説明」                                              

 

(1) 財源の内訳（財源構造の概略等） 

 当法人の平成30年度における経常収益は12,841百万円で、その内訳は運営費交付金

収益 8,257百万円（64.3％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料収益2,930百万円

（22.8％)、その他の収益1,653百万円（12.9％）となっている。 

 

(2) 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

ア．大学セグメント 

 大学セグメントは、教育学部、教育学研究科（修士課程、専門職学位課程）、連合学

校教育学研究科（博士課程）及び特別支援教育特別専攻科により構成されており、その

いずれにおいても、高い知識と教養をそなえた創造力と実践力に富む有為の教育者を養

成することを目的としている。 

 大学セグメントにおける事業の主な実施財源は、運営費交付金収益 4,035百万円（当

該セグメントにおける業務収益比62.2％）となっている。また、事業に要した経費は、

教育経費 1,016百万円、研究経費 265百万円、一般管理費 34百万円となっている。 

 

【教育研究活動の推進】 

・教育活動への取組 

○地域連携に関する協定に基づく教育実習の実施計画 

 本学と福島県猪苗代町との地域連携に関する協定書に基づき、本学学生が猪苗代町に

赴き教育実習を実施するための手続きが進行中である。 

 

○海外日本人学校における教育実習等の実施計画 

 法令改正に伴い、本学学生が海外日本人学校における教育実習及びインターンシップ

を実施できるよう、香港日本人学校及びバンコク日本人学校と協定を結ぶための検討を

始めた。 

 

○新教員養成コース特別給付金 

 学部 4 年間に加え大学院 2 年間の一貫教育を行う「新教員養成コース」において、大

学院の授業料相当分を貸与することにより、専門的知識・スキルを基礎とした高度な実

践的教育能力を有する教員を目指す意欲の高い学生を支援する新教員養成コース特別

給付金制度を継続して実施し、教員就職率向上に取り組んだ。 

 

○教員養成高度化プロジェクトの実施 

平成 31 年度からの大学院改組に向けて、教員養成高度化プロジェクトの一つとして

「教員養成高度化大学間連携コース」を開始し、本学と本学近郊の大学とで教員養成高

度化連携協定を結び、各大学から推薦された教職への意欲の高い適性を有する学部生に

対して、夏季集中講座、教職フィールドワークといった高度専門職養成に備えた接続プ

ログラムを受講させることにより入学前教育を進め、資質向上と教職大学院への効果的

な接続を図った。 

また、新教員養成コースを発展的解消し、その後継として、次世代の学校システムの



リーダーとなりうる教員を育成するための「次世代学校リーダー養成コース」の活動を

開始した。 

 

○障がい学生支援室の体制強化 

 平成 28 年 4 月に障害者差別解消法が施行されたことに伴い、本学の障がい学生支援

室の役割が重要視され、かつ、発達障がい学生の相談の増、支援ニーズの多様化に対応

するため、常勤講師 1 名及び非常勤職員 1 名の体制を維持し、障がい学生支援室の体制

強化を図った。 

 

○教育内容の改善等 

本学では、現代的教育課題に対応する実践力を備えた学校教員を養成するため、平成

22年度に教員養成カリキュラム改革推進本部を設置し、必要な改善を進めている。 

本推進本部では平成28年度から、次世代育成教育を担う力量あふれる教員・教育支援

者の養成を強化するため、平成27年度に改訂した学士課程カリキュラムの検証を行いな

がら、新免許法と新学習指導要領に対応した新カリキュラムの検討を行い、平成31年度

入学生から実施するとともに、引き続き今後の日本の教育改革に必要な学校教育と教育

支援の知識と技能を兼ね備えた人材の養成を目指したカリキュラムの構築を進めてい

く。 

 

○教員免許状更新講習の実施 

平成21年4月より教員免許状更新制が実施され、平成30年度で10年目を迎えた。 

本学で実施している対面式講習では、必修領域20講習、定員2,200名、選択必修領域24

講習、定員2,454名、選択領域125講習、定員5,871名を夏季休業期間中の8月2日から8月

20日の間の10日間で実施し、必修講習は2,108名、選択必修講習2,169名、選択講習5,572

名の受講者が受講しており、関東地域のみならず他の地域の受講者も担っている。 

また、愛知教育大学・千歳科学技術大学と連携し、全国の受講者を対象として e ラー

ニングによる免許状更新講習を実施しており、平成30年度は年2回（夏期、秋期）開講

し、受講者数は、夏期・秋期あわせて必修講習4,054名、選択必修講習4,026名、選択講

習12,317名となっている。 

なお、平成29年度から本学が幹事校となり、関係各機関の業務を総括している。 

 

○教職特待生制度 

 本学では、学校教員や保育士等になることを強く志望しながらも、経済的事情により

大学での修学が困難な学生を支援することで優秀な教員を養成する教職特待生制度を

継続して実施している。支援内容は、入学料、授業料の納付金の免除、4年間にわたる年

額40万円の奨学金の貸与、学寮への優先的入寮及び寄宿料の免除を行っている。平成30

年度は、初等教育教員養成課程3名、中等教育教員養成課程2名、特別支援教育教員養成

課程2名の計7名を特待生に選出した。 

また、教職特待生に対するアンケート等による制度の見直しも随時行っている。 

 

○学芸カフェテリアによる学修・キャリア支援 

「学芸カフェテリア」では、学生が自分に合った学修支援やキャリア支援のための講

座を選択し、受講することができる。 



加えて、学生キャリア支援室内の組織としてカフェテリアオフィスの運営も行い、学

生の学習コミュニティーエリア・相談の総合窓口として活用されている。 

学芸カフェテリアで行われる講座は、参加者によるディスカッションを取り込んだ参

加型のアクティブラーニングである。学生が講座の運営に参画するにあたり、ファシリ

テーション講座を実施し、講座を作り上げていく姿勢を育成することを推進した。 

昨年度に引き続き学内組織と連携し、障がい学生支援室、留学生センター、児童・生

徒支援連携センター及び附属の小中高の教員から講座の提供があった。 

また、学生サポーターのカフェメイツが、自分たちで企画、講師との交渉・連絡調整、

運営を主体的に行うカフェメイツ企画による講座（平成30年度は16講座）を実施した。

このほか、就職で企業に内定した学生を就活サポーターとして活用し、内部資源の有効

活用とキャリア支援の連携が促進された。 

 

◯図書館における学習支援 

アクティブ・ラーニングが可能な「ラーニングコモンズ」（改修工事により附属図書

館１階に平成27年度開設）を活用し、大学院生による学習サポータにより、学部学生を

対象に学習相談を中心とする学習支援を行った。今年度は5分間セミナー（平成29年度

約100件）を実施できなかったため相談件数が前年度を下回ったが（平成29年度276件→

平成30年度169件）、時間をかけての相談件数は堅調であり、学生からは「何をすべきか

が明確になる」、「いっしょになって親切に考えてくれる」などの高い評価を得ている。 

ラーニングコモンズでは、授業やセミナーのみならず、学習サポータによる教育実習

セミナーの開催や、「ラーニングコモンズ協働プロジェクト」と位置付け、学生7団体が

自主企画する学びのイベントを22件開催した。これらすべての学びのイベントの合計は

113件に上り、延べ2,200名以上の参加があった。「問い」についての「思ったこと、考え

たこと」をコメントし学びのイベントにつなげる「波及ボード」の運用も、自発的な課

外学習の活性化に寄与している。ラーニングコモンズには学期中は常時平均30名前後の

学生が滞在し、授業課題のグループワークや教育実習の模擬授業にも活用できるアクテ

ィブ・ラーニングの空間として、高い稼働率となっている。 

加えて、併設するグローバル・コモンズには古本募金により購入した英語多読ブック

のコーナーを拡充し、英語学習の相談コーナーやワークショップにより本学学生の英語

学習への意欲を高めた。 

また、附属図書館内では本学附属学校図書館と連携し、附属学校の学校図書館を使っ

た授業事例や図書委員会活動等に関する展示を 3 期に渡り行い、これらの取組を学生に

対し紹介することで教育実習や学習への意識を高めた。 

 

・研究活動への取組 

○科学研究費助成事業採択率の向上に関する取組 

 科学研究費助成事業の申請数及び採択数を向上させるため、応募予定者に対し採択者

の研究計画調書の閲覧を可能とするとともに「研究計画調書作成相談会」をオフィスア

ワー形式にして実施した。 

 継続分を含めた採択数は、平成22年度は97件（転入者除く）であったが、8年間で約

1.6倍増え（平成22年度比）、平成30年度は157件（転入者除く）となった。特に、平成30

年度の分野別新規採択件数では、「教育学およびその関連分野」で全国1位であった。 

また、平成 30 年度新規応募件数 50 件以上の研究機関別採択率は全国 9 位であり、国 



立教員養成大学として唯一上記30機関内に入った。 

 

○教育実践研究推進本部関係 

教育実践研究推進本部において、トップマネジメント経費により大学が積極的に推進

すべき教育実践研究プロジェクトで大学教員と附属学校教員が組織的に連携した研究

体制をとって推進する『特別開発研究プロジェクト』の新規公募を行い、9件を採択し

た。平成30年度からの2年計画継続分のプロジェクトについては、平成31年2月に『特別

開発研究プロジェクト』報告会において1年目終了時の研究成果を発表し、これに基づ

き評価及び査定を行い、1年計画の1件を除いた8件を採択した。 

 さらに、本学着任後1年未満の大学教員の研究環境の充実を図り、教員養成に関わる

研究を推進するための研究費『若手教員等研究支援費枠』において43歳未満を対象とし

た「若手教員等支援枠」11件、「新規教員枠」7件をそれぞれ採択した。 

 この他、「平成31年度大学教員研究専念期間取得」の公募を行い、3名の研究専念者を

決定し、非常勤講師枠については、計13枠を措置した。 

 

○旧師範学校関係資料の保存とアーカイブズシステムの構築 

大学史資料室では、「旧師範学校関係資料の保存とアーカイブズシステム」事業のさ

らなる充実を図るため、関連所蔵資料の「撫子会」資料について、目録の公開と閲覧を

開始した。併せて資料公開用スぺースとして、新たに「資料閲覧室」を設置した。 

また、昭和20～30年代における附属小金井中学校資料群の調査・収集を実施し、資料

群の一部については「大学史資料室展示会-小金井キャンパスと附属学校のあゆみ-」（10

月29日～11月12日開催）において一般公開をおこなった。 

本年度の活動報告を『東京学芸大学大学史資料室報』第6号（平成31年3月発行）に纏

めた。 

 

○附属学校等と協働した教員養成系大学による「経済的に困難な家庭状況にある児童・

生徒へのパッケージ型支援に関する調査研究プロジェクト」 

 平成30年度は、これまでの実践を踏まえ、小金井市、川崎市の学校と連携により、包

括的な支援モデルの展開・検証を行うとともに、品川区と協定の締結による大学と附属

学校の連携による学習・進学支援モデル実践を進めた。その中で、昨年整理した3点の

研究課題①貧困の「見えにくさ」に対応したプラットフォーム形成モデルの開発（教員

研修、ダイバーシティ教育授業単元開発、校内支援体制、SSW 活用）、②経済的困難性の

中にある子供を包摂する教育支援方法の開発（読み書き能力の専門的支援方策、ICT 遠

隔地の学習支援モデル）、③包摂型社会形成の担い手を育てる教員養成系大学の機能強

化（サービス・ラーニング実践の大学カリキュラムへの位置づけ・モデル化）に沿って、

実践と調査分析を更に進めた。 

また、品川区・附属学校との連携による学習・進学支援モデルの開発では、今年度4名

が特別連絡進学により附属中学校に進学し、進学後の校内支援体制の構築をはじめ多様

性に開かれた附属学校の教育実践研究を進めた。 

4年目となる今年度は、これらの実践研究の成果を元に、教員や教育支援者の養成・

研修用のテキスト及び映像教材のプロトタイプを作成したところであり、これを来年度

検証予定である。 

なお、成果報告の発信は、3月16日に開催した「平成30年度成果報告シンポジウム「貧



困社会」に教育はどう立ち向かうか」において行った。 

 

○「次世代型コンピテンシー育成のための教育方法開発とその国内外への発信」プロジ

ェクト 

平成27～29年度文部科学省機能強化経費「日本における次世代対応型教育モデルの研

究開発」プロジェクトの後継プロジェクトとして、平成30年度から新たに「次世代型コ

ンピテンシー育成のための教育方法開発とその国内外への発信」プロジェクトが開始

し、以下の取組を行った。 

①OECD の Education2030事業の一環として、コンピテンシー(資質・能力)を小中学校の

教科等指導で育成する取組を行った。成果は、a)育成のための授業手立てを明らかにし、

かつ、それを紹介する教材ビデオを作成した、b)Agency 育成へ授業を展開する教材ビデ

オを作成した。これは、OECD のセレクションを経て国際会議にて紹介された。 

②事業の一環として、＜教科等×コンピテンシー×学年＞の構造を成す授業データベー

ス（OMCD）の構築をスタートした。現在は育成授業の指導案の体系化を行っている。 

③総合的な学習の時間、道徳、特別活動などの評価に関する実践と成果を「学校教育で

はぐくむ資質・能力を評価する」（図書文化社）にまとめた。 

④育成の授業実践を国内外に広めるための Web による研修用授業システム21CoDOMoS の

運用を開始し、教員研修にて活用をはじめた。 

 

○教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業（教科教育コアカリキュラムの研

究） 

 平成 30 年度文部科学省「教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業（教科教育

コアカリキュラムの研究）」に採択され、国立教員養成系大学・学部のカリキュラム及

び一般的包括的内容を含む科目で扱われている内容を分析するとともに、各大学に対

し教職課程に関するアンケート調査を実施し、成果を報告書としてとりまとめた。 

 

○学校・地域が両者一体となった次世代型教育のための「協働教育支援学」の構築と

教育支援人材養成の高度化ならびに教員養成における「拡張型カリキュラム」のモデ

ル開発研究 

 平成 29 年度に引き続き、平成 30 年度機能強化経費事業「学校・地域が両者一体と

なった次世代型教育のための「協働教育支援学」の構築と教育支援人材養成の高度化

ならびに教員養成における「拡張型カリキュラム」のモデル開発研究」（平成 29 年度

～平成 31 年度）に取り組み、小学校・中学校・高等学校教員養成の課程を有する大学

（543 大学）に対して、教育支援・教育協働に関する授業科目の開設状況等を問うアン

ケート調査を実施した。 

また、次世代型教育支援システム開発研究連携機構員が担当している授業科目やカ

リキュラム外の活動をもとに拡張型カリキュラムのあり方について検討を行った。 

 

○教育内容構成学の導入による新たな教員養成教育の研究・開発―教員養成大学にお

ける教科専門科学と教育学研究科修士課程のあり方の抜本的改革のために― 

 平成 29 年度に引き続き、平成 30 年度機能強化経費事業「教育内容構成学の導入に

よる新たな教員養成教育の研究・開発―教員養成大学における教科専門科学と教育学

研究科修士課程のあり方の抜本的改革のために―」（平成 29 年度～平成 31 年度）に取



り組み、全国の国立教職大学院における教科教育関係科目の開設状況及び当該授業科

目の詳細を尋ねるアンケート調査を実施し、実施結果の分析を行った。 

 

・社会との連携 

○学校図書館司書教諭講習及び教員資格認定試験 

毎年文部科学省から委託を受け、学校図書館司書教諭講習及び教員資格認定試験を実

施している。学校図書館司書教諭講習は、学校図書館の専門的職務に携わる司書教諭を

養成するためのもので、1科目30時間の講習を5科目開設しており、平成30年度は、7月

23日から8月23日までの約1か月間で延べ約400名の受講があった。 

教員資格認定試験は、幼稚園及び小学校の教員資格認定試験を実施し、特に幼稚園教

員資格認定試験については、幹事校として全国の実施大学の取りまとめを行った。 

 

○教育職員免許法で規定された幼稚園教諭等の教員養成機関として 

本学は、教育職員免許法で規定された幼稚園教諭等の教員養成機関として文部科学省

から指定された機関の指導大学となっており、平成30年度は、本学が担当している指定

教員養成機関の中から1校を抽出し、教育課程や教員の資格、配置等について実地視察

を行った。                               

 

○現職教員研修推進機構の取組 

平成28年に現職教員研修推進機構を設置し、新たな社会的要請にこたえるハイレベル

な現職教員研修プログラムの開発事業の取り組みを開始した。概要としては、学校教育

に対する新たな社会的要請に応じた現職教員の多様な職能成長ニーズに対して、教員養

成の基幹大学として学内のハイレベル・シーズを活かした研修プログラムを開発・提供

し、全国の教員養成系大学・学部に対し先導的な教員養成・研修モデルを呈示していく

ものである。 

29・30年度には機構主催によるシンポジウムを開催し、都県・区市町村の教育委員会

の研修企画担当者との意見交換を図り、教員研修に関わってすでに導入している大学等

との連携の実績、研修企画全般に関する課題や要望等を調査分析した。教育委員会との

連携を推進させるため、分析結果を大学における今後の施策の展開に生かすこととして

いる。 

また、シンポジウムに参加した教育委員会と連携を図り、教員研修の企画や講師派遣

を行うことにより、研修プログラムの開発も進めている。 

 

○全国教育委員会教員採用試験説明会の開催 

平成26年度から毎年、各教育委員会の採用担当者を招いた「全国教育委員会教員採用

試験説明会」を開催しており、平成30年度は、北海道から沖縄まで45の教育委員会担当

者が来学し説明会を開催した。約550名の学生が参加し、「教員採用試験の詳細や求める

教師像」、「地域の特色や教育の取組」、「教員の実情」などについての質問や活発な意見

交換が行われ、学生の意識を高め教員就職率の向上を目指すとともに、全国の政令指定

都市及び地方教育委員会との連携を図り、教員養成大学における広域型の拠点的役割を

果たした。 

 

○滋賀県高島市教育委員会との連携協定 



平成 30 年 5 月 7 日、本学と滋賀県高島市教育委員会は、相互の連携協力により、次

世代の子どもたちを育成するために必要な新しい教育力を備え、多様化・複雑化した教

育課題に対応できる教員を育成することを通じて、高島市における学校教育の充実を図

ることを目的とする連携協力に関する協定を締結した。滋賀県下の教育委員会との連携

協定の締結は 2 例目となる。 

協定締結に基づき、連携協力事業の一環として高島市の小学校教員を対象とした小学

校外国語活動及び道徳授業に関する研究会等が実施され、本学教員を講師として派遣し

指導助言を行ったほか、附属世田谷小学校において高島市の教員の視察研修を受け入

れ、教員の資質向上に貢献した。 

 

・国際交流の推進 

○大学の世界展開力強化事業（キャンパス・アジア事業）の推進 

平成 28 年度に採択された大学教育再生戦略推進費「大学の世界展開力強化事業（キ

ャンパス・アジア事業）」において、中国・北京師範大学及び韓国・ソウル教育大学と

の連携のもと、「東アジア教員養成国際大学院プログラム」を実施し、教員養成におけ

る「キャンパス・アジア」の構築を目指して取り組んでいる。 

平成 30 年度は、大学院修士課程における「単位互換に関する覚書」を 4 月に 3 大学

間で締結した後、さらに協議を進め、10 月には、北京師範大学、ソウル教育大学それ

ぞれと「ダブルディグリー・プログラム実施に関する覚書」を締結した。これに基づ

き、平成 31 年度以降の派遣・受入れ開始に向け、ダブルディグリー・プログラムに参

加する修士課程学生の募集を開始した。 

また、交換留学、相互の短期留学プログラム等の活動も引き続き活発に行われてお

り、特に各大学が指定する特色ある修士課程科目をプログラム参加学生が相互に履修

する「キャンパス・アジア共通科目」の運用を開始するなど、本事業が掲げる人材像

養成に向けたプログラム整備が着実に進んでいる。 

 

○東アジア教員養成国際コンソーシアム事業の推進 

本学に事務局を置く「東アジア教員養成国際コンソーシアム（ICUE）」は、東アジア

地域の教員養成系大学・学部 47 大学（2019 年 3 月現在）が加盟し、10 年を超える活

動を進めている。 

平成 30 年度は、10・11 月に本学主催により「次世代育成教育に向けて」を総合テー

マとした第 13 回東アジア教員養成国際シンポジウムを開催し、計 27 大学、約 120 名

の各大学学長・副学長や関係分野の研究者、大学院生等の参加を得た。 

シンポジウムでは、特別セッション「教員養成をめぐる東アジア高等教育圏の構築

―キャンパス・アジア『東アジア教員養成国際大学院プログラム』」を設け、本学・北

京師範大学・ソウル教育大学の 3 大学によるキャンパス・アジア事業の中間報告を実

施し、キャンパス・アジア事業の ICUE への成果普及を図った。 

このほか、本学が実施する中韓短期留学プログラムについて加盟大学との共同学生

募集を開始するなど、本学が中心となって ICUE を通じた教員養成分野の学生・研究者

の国際交流の活発化や、教育の連携に取り組んでいる。 

 

○在外教育施設等との連携 



平成 28 年度に締結した泰日協会学校（バンコク日本人学校）との「包括連携協定」

をもとに、本学と在外教育施設が持続的・発展的に連携・協力を図ることにより、グ

ローバルな視点をもった教員の養成、また、諸外国の海外子女教育の充実及び各国の

教育システムの発展・向上等を目指し、タイからその展開を図るための取組みを推進

した。 

平成 30 年度の主な活動として、平成 29 年度に引き続きバンコク日本人学校への本

学学生の大学推薦を行い、選考の結果、9 名の学生が採用予定となった。今後も本制度

の活用等をとおし、在外教育施設等での経験を積みグローバルな視点を持った教員の

養成へとつながることが期待される。 

さらに、本学学生の在外教育施設での教育実習について、泰日協会学校と協議を進

め、2020 年度開始に向けて検討中である。 

 

○「日本型教育の海外展開促進事業（EDU-Port ニッポン）」の推進 

平成 28～29 年度に「日本型教育の海外展開促進事業（EDU-Port ニッポン）」に公認

プロジェクトとして採択となった「在外教育施設(日本人学校)を拠点とする日本型教

師教育の国際展開モデルプロジェクト」について、事業終了後も本学独自の事業とし

て継続した。 

この事業は、「授業研究」を日本型教育の特徴として位置づけ、算数数学において国

際的に評価されている「日本式の問題解決型授業」と共に、日本独自のボトムアップ

型教員研修といった日本式の教師教育システムの国際展開を目指すものである。 

平成 29 年度において、バンコク日本人学校での授業研究を定着させ、平成 30 年度

には、現地チュラロンコン大学附属小学校において研究授業及び研究協議会を実施、

本学からの指導助言者や日本人学校教員も参加し、現地校での授業研究実践の支援を

行った。次年度は、現地の小学校にも広げていくことを目指す。 

 

○世界の成長を取り込むための外国人留学生の受入れとグローバル人材の養成 

（平成 30 年度機能強化経費事業）  

国際戦略推進本部部会を中心に、教員養成系大学独自の海外短期受入・派遣モデル

プログラムの実施につき推進した。 

平成 30 年度には、米国の 2 大学（ミシガン州立大学、ブリッジウォーター州立大

学）からの受入れプログラム及び 3 つの派遣プログラム（ミシガン州立大学、ハワ

イ、豪州メルボルン）を実施、派遣プログラムについてはいずれも学芸大学基金の支

援対象とした。ミシガン州立大学とのプログラムについては双方向プログラムとして

実施した。 

これらのプログラムにつき、海外の教育現場における授業実践や現地学生との協働

などプログラム内容の充実や単位化を含めたカリキュラム上での位置付けにつき検討

を進めた。 

また、ウェブサイト構築を進め平成 30 年 10 月から公開、学生向けに申請書等のダ

ウンロードを可能とする等、広報並びに利便性の向上を図った。 

 

○青少年教育施設を活用した国際交流事業 

（文部科学省委託事業） 



平成 26 年度より、文部科学省からの委託事業「青少年教育施設を活用した国際交流

事業」として、「日タイ大学生招聘交流事業」を様々なテーマ設定の元、日本とタイの

学生交流を 4 年間継続実施してきた。平成 30 年度においては、文科省の委託事業の公

募が停止したが、本学の自助努力で財源を確保し、本学協定校のコンケン大学の学生

を招聘し、本学の学生とともに、「地域教材と学校教育」をテーマとした国際交流プロ

グラムを実施した。  

また、事業に参加した本学の学生をタイへ派遣し、タイにおける地域教材や学校教

育といった教育課題を協働的に学ぶことを通じて、グローバルな視野を育成すること

を目的とした研修を実施した。 

 

○JICA 等と連携した教育支援プロジェクトの実施 

 平成 29 年 9 月から契約を更新した「モンゴル国障害児のための教育改善プロジェク

ト」（第 2 年次）の活動につき、関係教員の二度にわたるモンゴルへの派遣や国内作業

をとおして、継続的に支援を行った。 

JICA との間で締結された覚書に基づき、連携案件「ラオス国におけるエコヘルス教

育の普及事業」につき、引き続き計画的な学生派遣を進めた。関係教員が現地に赴

き、現地に派遣している学生のサポートやラオスにおける教材作成等、現地における

教育支援も進めた。 

また、派遣が終了し帰国した学生の報告会を開催する等、現地での成果の共有を図

った。 

 

○国際算数・数学授業改善のための自己向上機能を備えた教員養成システム開発 

 平成 23 年 4 月から平成 29 年 3 月までの 6 ヶ年、文部科学省の特別経費（プロジェ

クト分-国際的に卓越した教育研究拠点機能の充実-）による「国際算数・数学授業改

善のための自己向上機能を備えた教員養成システムの開発」を行った成果を踏まえ、

本学の戦略『次世代教育モデルの研究・発信と拠点作り』の一環である「教員研修の

国際的拠点の構築」に関わる活動を、「国際算数・数学授業研究プロジェクト」として

発展的に継続し、平成 30 年度は次の取り組みを行った。 

①OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）ビデオスタディの調査に関わる支援業務（ビデ

オスタディの調査実施とそれに関わる報告書の作成）の請負。 

②平成 28 年 4 月から平成 30 年 3 月までの日本型教育の海外展開推進事業「EDU-Port

公認プロジェクト」を発展的に継続し、バンコク日本人学校での算数科授業研究の実

施(11/22)やチュラロンコン大学附属小学校(2/22)での授業研究の実施など、タイにお

ける算数科授業改善の取り組みを支援。 

③イギリスにおける授業研究の実践・普及に関わるプロジェクトへの参画。 

④算数数学授業研究イマージョンプログラムについて、平成 30 年 6 月 19 日～28 日に

かけて、本学、東京学芸大学附属国際中等教育学校、東京学芸大学附属小金井中学校

及び都内公立学校等に於いて実施（米国、英国、カタールから合計 42 名の参加者あ

り）。 

⑤滋賀県豊郷町授業改善プロジェクト事業、高知県四万十市中学校学力向上実践モデ

ル校事業、都内の私立学校（宝仙学園等）における授業改善プロジェクトの支援。 



⑥平成 28 年度に行った「教員の資質向上のための研修プログラム開発事業」の成果を

踏まえ、東京都教育委員会との協働により、授業改善に関する指導的な立場にある指

導主事を対象に、算数数学授業研究セミナーを 2/2 に実施。 

⑦滋賀県豊郷町授業改善プロジェクト事業、高知県四万十市中学校学力向上実践モデ

ル校事業、都内の私立学校（宝仙学園等）において研究授業等を実施。 

 

イ．附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、5 地区（小金井地区・世田谷地区・竹早地区・大泉地区・東

久留米地区）に立地している小学校（4 校）、中学校（3 校）、高等学校（1 校）、中等教

育学校（1 校）、特別支援学校（1 校）及び幼稚園（1 園、ただし、園舎は小金井、竹早

の 2 か所）の 11 校園で構成されている。各校園ともに、様々な教育的課題に関する拠

点校・モデル校として優れた教育を行っているだけでなく、本学学部・大学院学生の

教育実習の場として、さらには保育・教育に関する実践的・先導的な共同研究の場と

しても重要な役割を果たしている。 

附属学校セグメントにおける事業の主な実施財源は、運営費交付金収益 2,830 百万

円（当該セグメントにおける業務収益比 67.3％）となっている。また、事業に要した

経費は、教育経費 705 百万円、研究経費 3 百万円、一般管理費 7 百万円となってい

る。 

 

【教育研究活動への取組】 

○高大接続プログラム特別入試 

東京学芸大学には、教職を志望する高校生を早期から本学における教員養成と連携

させ、優秀な学校教員を養成することを目的とした「高大接続による教員養成プログ

ラム」がある。これを受講した本学の附属高等学校及び附属国際中等教育学校を対象

として、高大接続プログラム特別入試を実施し、平成 31 年度入学者として 2 人が合格

した。 

 

○IB(国際バカロレア)関係（附属国際中等教育学校） 

附属国際中等教育学校は、IBO（国際バカロレア機構）から DP（ディプロマプログラ

ム）校に認定されている。本プログラムは、教育課程上は学習指導要領に即しながら

学校設定科目を設置することにより、一条校としての卒業単位と DP 修了認定を同時に

取得できるよう設定されており、平成 30 年度は 5 年生（高校 2 年生）11 名、6 年生

（高校 3 年生）17 名に対して適用された。 

また、文科省機能強化経費事業における「新たな社会的要請にこたえるハイレベル

な現職教員研修プログラムの開発」及び「国際バカロレア(IB)教育に基づく次世代育

成教育の総合的開発研究及びその発信」において、国内外より教育視察などを受け入

れ、IB の主旨に基づいた教育実践や学校運営のあり方を紹介した。ちなみに、平成 30

年度の IB に関する情報提供は 71 件 317 名（総視察件数：115 件 651 名）である。 

さらに、本学の課題であるグローバル人材養成に関わる教員養成として、附属国際

中等教育学校では外部からの派遣教員を受け入れ、ＩＢ教育＜国際バカロレア（MYP）

に関する指導方法及び評価方法並びに国際バカロレア（DP）の導入準備等＞を中心と

した教育活動に関する研修の支援を全校体制で行った。 



具体的には、平成 26 年 3 月に高知県教育委員会と協定を締結し、高知県立高等学校

の教員を派遣教員として受け入れた（平成 26 年度 1 名、平成 27 年度 3 名、平成 28 年

度 4 名、平成 29 年度 7 名）。東京都教育委員会とも協定を締結し、平成 28 年度に続き

29 年度も東京都立高等学校の教員 1 名を派遣教員として受入れた。さらに平成 29 年度

から神奈川県教育委員会やさいたま市教育委員会とも協定を取り交わし，神奈川県教

育委員会から 2 名・さいたま市教育委員会から 1 名の派遣教員を受け入れ研修を行っ

た。平成 30 年度は、引き続き高知県教育委員会 6 名、神奈川県教育委員会 2 名、さい

たま市教育委員会 1 名の派遣教員を受け入れるとともに、新たに長野県教育委員会と

静岡県教育委員会とも協定書を取り交わし、1 名ずつ教員が派遣されることとなり、総

勢 11 名の派遣教員受け入れ研修を行った。31 年度も、高知県教育員会 4 名、静岡県教

育委員会 1 名、宮城県教育員 1 名の受け入れを予定している。 

なお、研修派遣教員および教育視察相談により IB 認定校、候補校等につながった事

例は 16 学校となっている。 

 

○SSH（スーパーサイエンスハイスクール）及び SGH(スーパーグローバルハイスクー

ル) 

SSH 事業は 5 年目を迎え、東京、青森、福島、山形、京都、大阪、兵庫、群馬等へ、

生徒を派遣し、課題研究発表の機会を得た。なお、次年度 2 期目を申請中である。 

SGH 事業は夏季休業中にロンドン、2 月にフィリピン、3 月に香港においてフィール

ドワークを行い、課題研究において成果を得ている。国内では、上田、和歌山、愛

知、岡山、大阪等で課題研究発表や調査交流を行った。大学国際課、SSH と連携して、

大学と調停を結んだミシガン州立大学と nuclear science をテーマにミシガン－日本

高校生科学交流プログラムが 7～8 月に実施された。東京学芸大学の教員派遣制度を活

用して今年度は ISS チャレンジ「外部評価会」の評価者として学長をはじめとした大

学教員（7 名）が支援にあたった。 

また、大学主催で SSH・SGH 課題研究成果発表を 1 月に開催し 5 つの高校（130 名来

場）と交流を深め、審査員（8 名の教授陣）、総務部附属学校課の運営、学長・副学

長・附属学校運営参事の出席等協力を得た。 

 

○学校図書館運営専門委員会の取組 

各附属学校の司書教諭・学校司書が中心となって組織する学校図書館運営専門委員

会では、平成 21 年度より継続して、学校図書館に関する文部科学省の事業を受託し研

究を進めてきた。今年度も「学校図書館ガイドラインを踏まえた学校図書館の利活用

に係る調査研究」を受託し、①学校図書館を活用した授業実践研究の推進（附属世田

谷小・世田谷中・高等学校・小金井中・竹早小・国際中等教育学校）、②学校司書のた

めの研修プログラムの実施・検証、③Web サイトでの学校司書の資質・能力の向上に役

立つ情報の発信の 3 点を活動の柱として取り組みを行った。特に、Web サイトでの情報

の発信については、新たに学校司書のための研修プログラムの動画配信等にも取り組

み、年間アクセス数も H29 年度の 161,891 件から 235,414 件と大幅に増加した。 

また、文部科学省からの依頼により、平成 30 年度学校図書館担当指導主事連絡協議

会において、全国の教育委員会の図書館担当指導主事に、授業実践例などの事例発表

を行った。 

 



○附属学校の社会に向けた取組 

附属学校の社会貢献として、「世田谷夏季現職研修会」「授業研究会」（世田谷小）、

「算数の会授業研究会」「国語授業づくりセミナー」「小金井小学校算数部授業研究

会」「東京都青年国語研究会」「現職教員研修セミナー」「理科おもしろゼミ」「冬季道

徳授業研究集会」「KOGANEI 授業セミナー」（小金井小）、「道徳科授業研究会」「小学校

英語授業研修会」「算数授業セミナー（練馬で算数を語る会）」「大泉体育授業セミナ

ー」「研究発表会」（大泉小）、「竹早地区算数数学授業研究会」「児童造形研究会」「教

育実践対話の会」（竹早小）、「現職研修セミナー」「公開研究会」（世田谷中）、「教育研

究協議会」（小金井中）、「東京都技術・家庭科研究会研究部研修会」（竹早中）、「SSH 事

業サイエンスフェア」「地理における野外実習の実際」「夏季特別実験講座体験講習

会」「数学的活動を促す授業づくり」「地学科公開研究会」「高校国語科における演劇の

鑑賞指導」「SSH 事業報告会」「公開教育研究大会」（高等学校）、「SSH、SGH 情報交換

会」「IB 情報交換会」「IB 教員研修」「神奈川県私学協会教員研修 MYP ワークショッ

プ」「SSH 事業成果報告会」「全国中高一貫教育研究大会」「公開研究会」（国際中等）、

「生活支援ネットワークフォーラム」「特別なニーズのある幼児を育てる」「研究協議

会」（特別支援学校）、「研究協議会」（小金井園舎）、「竹早地区附属学校園公開研究

会」など、外部に開かれた研究会や研修会を多数開催した。 

 

○「学習支援者」及びスクールカウンセラーの配置 

近年、附属学校園においても LD（学習障害）や高機能自閉症といった特別な支援を

必要とする園児児童生徒が増加傾向にあり、このような状況への教育的対応が喫緊の

課題となっていることから、特別な支援が必要な園児児童生徒の個々のニーズに合わ

せた「学習支援者」（原則的に本学の学部学生又は大学院生）を配置し、園児児童生徒

の学習支援に当たっている。平成 28 年度から新規項目として「学習支援者」経費が学

内予算で措置された。 

また、悩みを抱える子どもたちやその保護者への対応において、スクールカウンセ

ラーの果たす役割は大きく重要であるが、各附属学校ではこれを安定的に継続して配

置することに苦慮している現状があることから、これまで管理経費に計上されていた

スクールカウンセラー雇用経費を新規項目として学内予算で措置することとした。 

 

ウ．法人セグメント 

 法人共通セグメントは、事務局で構成されており、機動的・効率的な業務運営を行

うことを目的としている。 

法人セグメントにおける事業の主な実施財源は、運営費交付金収益 1,392 百万円

（当該セグメントにおける業務収益比 64.9%）となっている。また、事業に要した経費

は、教育経費 173 百万円、研究経費 2 百万円、一般管理費 339 百万円となっている。 

 

【管理運営に関する取組】 

○情報基盤の整備及び情報セキュリティに関する取組 

全学情報化マスタープラン「施策のロードマップ（平成 30 年度版）」を策定すると

ともに、昨年度策定した「情報システム管理運用規則」に則り、学内業務システムの

管理者およびサーバを所有する教員を対象に「情報セキュリティ自己点検シート（シ

ステム管理者）」を用いて自己点検を実施した。さらに、情報セキュリティ研修・講習



会を学生及び教職員向けに複数回実施し、各種パブリッククラウドサービスの利用に

対するメリットとリスクを認識し、情報セキュリティ確保のための知識習得とその資

質の向上を図ることができた。 

また、e ラーニングによる情報セキュリティ学習教材を構築した。 

 

○事務職員の人件費削減に係る取組（事務組織の再編について） 

 事務局長及び事務局各部長を中心に、事務局の再編統合を検討し議論を重ね、従前

の 4 部を 3 部へ再編統合し、平成 31 年４月より実施する体制を整えた。この再編統合

に伴う管理職ポスト減により、将来を見据えた人件費削減効果が期待される。 

 

○事務業務改善・効率化向上コンテストのフォローアップ 

事務業務改善・効率化ワーキンググループにより昨年度実施した「事務業務改善・

効率化向上コンテスト」の各提案事項について、今後の対応案をまとめ、担当課に対

して事務業務の見直し・改善に向けた検討を依頼し、フォローアップを行った。その

結果、優秀賞を受賞した 1 件及びアイデア賞を受賞した 2 件の提案事項については今

年度内に取組みが完了し、効率化を実現させた。 

 

○収入増加に向けた取組み 

 基金獲得のための活動として、パンフレットを作成し、辟雍会、一般社団法人東京

学芸大学同窓会の総会及び入学式・卒業式で配布した。さらに、これを学科・教室等

の同窓生へ送付したり、合格者に送る書類に同封した。 

さらに、利用額の一部が「東京学芸大学基金」に還元される仕組みとなっている大

学オリジナルクレジットカードの加入者増加を図るため、ホームカミングデー、入学

式・卒業式等の学内行事で多くの人の目に触れるようチラシを配布したほか、従前よ

り実施していた辟雍会（東京学芸大学全国同窓会）支部への訪問による周知に加え

て、今年度は大学近隣住民宅を個別訪問する広報活動も積極的に行った。 

また、基金会議の下に設置した基金獲得推進チームにおいて新たな外部資金獲得方

策について検討し、プロジェクト資金調達のためのクラウドファンディングを開始し

た。 

 

○男女共同参画支援室の取組 

①年 2 回、男女共同参画推進本部のニュースレター「OPGE 通信」を 1,300 部発行す

る他、今年度から新たに「OPGE 通信 WEB 版」を年 2 回発行し男女共同参画の現状周知

に努めた。 

②小金井祭の期間、男女共同参画の推進に資するテーマを設定し、学内外に参加を呼

びかけ、2018 年 11 月に第 23 回 男女共同参画フォーラム「あなたは、しあわせに働

けますか？～就活、ハラスメント、過重労働～」を開催した。 

③女性活躍推進法の施行に基づく女性活躍推進行動計画として、本学では「大学教職

員の管理職の女性比率を 15%に引き上げる」「附属教員の女性比率を 42%に引き上げ

る」の 2 点を目標として掲げている。このことに関して、2016 年度は学内教職員対象

に、2017 年度は附属学校園教員対象に調査を行ったが、2018 年度は附属学校園教員の

生の声を聞く教職員交流会を実施した。 



④「イクボス宣言」検討のため、小金井市の男女共同参画室課長を招き、研修を行っ

た。 

⑤両立支援のための制度充実として、昨年度は育児・介護・看護等支援補助員制度を 4 

月から利用できるよう募集を早めたが、次年度では年 1 回の募集で通年利用可能とす

ることとし、制度のさらなる充実を図った。 

＊ 男女共同参画推進本部 HP（ http://www.u-gakugei.ac.jp/~danjo/） 

 

○経理業務等の見直し 

①大学及び附属学校の入学検定料について、これまで金融機関窓口での支払いのみと

していたところ、平成 30 年度からコンビニエンスストアでの振り込みも可能とし、受

験者への利便性を高めることにした。 

なお、平成 30 年度の検定料支払者のうち、コンビニエンスストア収納者の割合は、

31.64%であった。 

②旅費支給に係る業務の簡素化、効率化を図るための検討を引き続き進めた。 

③年間契約としている役務業務について、類似業務の統合等を図り、また複数年契約

が可能な案件について、移行を進めた。 

 

○平成 31 年度に向けた取り組み 

①教員による予算管理等の実施が翌年度から開始されることから、教員向けマニュア

ルの作成、業務手順の見直し、効率化を図るための検討を進めた。 

②年間契約案件の統合、複数年化について継続して検討し、効率化を図った。 

 

○インフラ長寿命化計画（個別施設計画） 

施設の個別の現状及び改修履歴調査を継続して調査し、施設整備委員会において

「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」について審議、策定した。 

 

○施設・設備の整備 

 キャンパスマスタープランに基づき、附属幼稚園 3 歳児保育室の内外部改修工事を

行い、計画的な維持管理を行った。 

また、環境対策として、小金井団地構内外灯改修他工事（外灯及び南講義棟 S103 の

照明を LED に更新）、北講義棟 N411 室空調機更新工事、南講義棟 S310 室等空調機更新

工事等を実施し、LED 照明など省エネ機器を導入した。 

さらに、既存施設の有効活用として、附属世田谷中学校校舎本館の旧ボイラー室の

改修工事を実施し、倉庫として利用していた旧ボイラー室を会議室等に転用できたこ

とで、不足していた会議室、相談室としての運用が可能となった。 

 

○緑地の維持管理について 

平成 29 年度のサクラの保全計画に記載されていた正門通りサクラについて、腐朽が

進んだ伐採候補 6 本を教職員・学生・近隣住民などの安全のため伐採した。 

また、福利厚生施設や総合グラウンドに面したクロマツ並木（クロマツ北通り）に

ついて財務・労務担当理事を中心に、教職員及び地域住民で構成されている学芸の森

環境機構と連携しながら枯れ対策と景観維持のための樹木調査を行った。 

 



○平成 31 年度からのセンター組織再編に向けて 

平成 31 年度からのセンター組織再編に向けて検討を実施し、次のとおり決定した。 

①センターを「教員養成」、「現職教員研修」、「特定の教育課題への対応」の機能に大

別し、機能別に各センターを統括するセンター機構を置くことで、強化及び集約化を

行い、現代社会で生じる多様な教育課題の解決に資する研究を戦略的に推進する。 

②プロジェクトごとに教員が配置される仕組み（チーム制）を導入し、研究の質向上

と活性化を図る。 

 

○平成 31 年度からの大学院組織再編に向けて 

 平成 31 年度からの大学院組織再編に向けて検討を実施し、次のとおり決定した。 

①教職大学院に、新たにすべての教科領域を導入して、学部における教員養成を発展

継続するものとし、大学院における教員養成機能を集約化する。入学定員は 40 名から

210 名へと大幅に増員する。 

②修士課程は、多様化・複雑化する公教育の課題に応じて、教員以外の立場から「教

育支援・教育協働」を行う、高度専門職としての教育支援人材の養成に特化し、入学

定員は 279 名から 109 名へと変更する。 

 

○委員会等の整理 

 大学運営業務に関する教員の負担を軽減し、教育研究機能をより充実・強化するた

めに、委員会等の整理を行い、平成 31 年度より、委員会等のうち 19 個を廃止し、８

個は学系選出委員数を減らすこととした。 

  

(3) 課題と対処方針等  

 平成16年の法人化以降、国立大学法人の経営に大きな影響を及ぼす基幹運営費交付金

は、毎年縮減され続けている。 

東京学芸大学では、主に教育研究にかかる経費や管理的経費を削減することによって

この問題に対応してきたが、本学のような教員養成大学においては、業務費に占める人

件費の割合が約8割と高いため、さらなる経費削減は難しい状況である。 

 

第2期中期目標・計画期間においては、このような状況を打開すべく、外部資金の獲

得といった運営費交付金以外の収入を増加させる取組を積極的に行ってきた。 

平成30年度は、それを踏まえた上で、「第3期中期計画期間における経費削減・収入増

加に向けた基本方針」に基づき様々な取り組みを行った。 

その具体例の一つとして、「東京学芸大学基金獲得推進チーム」の設置が挙げられる。

これは、東京学芸大学基金会議に属するもので、理事（財務・労務担当）、副学長（研

究・広報・連携担当）、事務局各部長、学長が指名する大学教員、東京学芸大学辟雍会

からの選出者を中心に構成され、寄附金をはじめとする外部資金の獲得拡大を目指すも

のである。平成30年度においては、クラウドファンディングを利用した資金調達の準備

を開始し、令和元年度中にその第一弾が実施される見込みである。 

 

今後においても、引き続き「第3期中期計画期間における経費削減・収入増加に向け

た基本方針」に基づき、人件費を始めとする諸経費の削減、また、寄附金や科学研究費

補助金等々多角的な収入の増加を図り、さらなる教育研究活動の充実を計画しなければ 



ならないと考えている。 

 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

 

１．予算、収支計画及び資金計画 

(1)予算 

※ 年度計画及び財務諸表（決算報告書）参照 

（年度計画及び財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

 

(2)収支計画 

※ 年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（年度計画及び財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

 

(3)資金計画 

※ 年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（年度計画及び財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

 

 

２．短期借入れの概要 

該当なし 

 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

(1)運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 
期交付額 

当期振替額 

期末残高 
運営費交 
付金収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定 

見返運営費 

交付金 

資本剰余金 小計 

平 成 28年度 1 ― ― ― ― ― ― 1 

平 成 29年度 170 ― 170 ― ― ― 170 ― 

平 成 30年度 ― 8,251 8,087 0 ― ― 8,087 163 

 

 

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細 

 

平成 29 年度交付分 



（単位：百万円） 

区  分 金 額 内   訳 

業務達成基準 
による振替額 

運営費交付金
収益 

41 ①業務達成基準を採用した事業等：附属学校竹
早地区火災被害からの復旧事業 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：39 
 （修繕費：39） 
 ｲ)固定資産の取得額：なし 
 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

計画に対する達成率が100％であったため当
該業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

資産見返運営
費交付金 

－ 

資本剰余金 － 

計 41 

期間進行基準 
による振替額  － 該当なし 

費用進行基準 
による振替額 

運営費交付金
収益 

129 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：129 
 （退職給付費用：129） 

ｲ)固定資産の取得額：なし 
 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業 務 進行 に伴 い支 出し た 運営 費交 付金 債務
129百万円を収益化。 

資産見返運営
費交付金 

― 

資本剰余金 ― 

計 129 

合計 
 

170 
 

 

平成 30 年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内   訳 

業務達成基準 
による振替額 運営費交付金

収益 
274 

①次世代型コンピテンシー育成のための教育方
法開発とその国内外への発信－新学習指導要領
への対応と OECD・Education2030 事業の枠組に
基づくカリキュラム内容の提案を中心に－、附
属学校等と協働した教員養成系大学による「経
済的に困難な家庭状況にある児童・生徒」への
パッケージ型支援に関する調査研究プロジェク
ト、その他  
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：274 
 （人件費：172、業務委託費 25、消耗品費：

20、委託事業費：14、その他の経費：40） 
 ｲ)固定資産の取得額：0 

（工具器具備品：0 図書：0） 
 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

計画に対する達成率が100％であったため当
該業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

資産見返運営
費交付金 

0 

資本剰余金 － 

計 275 



期間進行基準 
による振替額 運営費交付金

収益 
7,199 ①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基

準及び費用進行基準を採用した業務以外の全て
の業務 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：7,196 
（人件費：6,886、奨学費：283、その他：27） 
ｲ)固定資産の取得額：なし 

 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 
 学生収容定員が一定数（90％）を満たしてい
たため、期間進行業務に係る運営費交付金債務 
7,199 百万円を収益化。 

資産見返運営
費交付金 

― 

資本剰余金 ― 

計 7,199 

費用進行基準 
による振替額 

運営費交付金
収益 

613 
①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、
年俸制導入促進費、移転費、PCB 廃棄物処理費 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：613 
 （退職給付費用：586、業務委託費：25、 

人件費：1） 
ｲ)固定資産の取得額：なし 

 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業 務 進 行に 伴 い支 出し た 運 営費 交 付金 債務
613百万円を収益化。 

資産見返運営
費交付金 

― 

資本剰余金 ― 

計 613 

合計 
 

8,087 
 

 

 

(3)運営費交付金債務残高の明細 

                                                                （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

平成28年度 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

1 

入学者における基準標準超過率（109％）を超過し

たことによるもので、当該債務は中期目標期間終了

時に国庫納付する予定である。 

計 1  

平成 30 年度  

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

0 

入学者における基準標準超過率（105％）を超過し

たことによるもので、当該債務は中期目標期間終了

時に国庫納付する予定である。 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

162 

退職手当：153、建物新営設備費：5、年俸制導入促

進費：4 

それぞれの執行残であり、翌事業年度以降に使用す

る予定である。 

計 164  

 

  



（別紙） 

 

■財務諸表の科目 

１．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の

固定資産。 

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して

著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能

サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が

該当。 

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び

一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな

卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照

表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見

返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資

産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退

職給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人

全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及

び教員の双方が利用するものの運営に要する経費 

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のう



ち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩

しを行った額。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件

費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支

状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支

出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表

す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還

及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表

す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財

源により負担すべきコスト。 

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から

学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかか

わらず生じた減損損失相当額。 

損益外利息費用相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予

定されない資産を売却や除却した場合における帳簿価額との帳簿価額との差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合

の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度におけ

る引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認

められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度に

おける引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合

の本来負担すべき金額等。 


